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境港管理組合特定事業主行動計画 
「誰もが働きやすく活躍できる職場づくりの推進」 

 
令和８年４月１日策定 

 

Ⅰ はじめに 

平成 15 年７月に制定された「次世代育成支援対策推進法」（以下、「次世代法」
という。）において、次代の社会を担う子どもたちを育成する家庭に対する支援と、
子どもたちが健やかに生まれ育つ環境の形成に社会全体で取り組んでいくことを目
的として、一部事務組合も雇用主としての立場から「特定事業主行動計画」を策定
することが義務付けられました。  

また、平成 27 年８月に制定された「女性の職業生活における活躍の推進に関する
法律」（以下、「女性活躍推進法」という。）において、女性の職業生活における活躍
を推進し、豊かで活力ある社会の実現を図ることを目的として、同様に特定事業主
行動計画を策定することが義務付けられました。 

境港管理組合では令和２年度に特定事業主行動計画「子育てにやさしい職場づく
りの推進」を策定し、職員が仕事と子育ての両立ができる職場づくりに取り組んで
きました。 

この度、令和２年度から令和７年度までの６年間の前計画期間（令和７年度に終
了年度を一年延長）が終了することに伴い、令和８年度から令和１２年度の５年間
を計画期間とする特定事業主行動計画を策定します。 

 
１ 目的 

「次世代法」及び「女性活躍推進法」の趣旨を踏まえ、性にかかわりなく全ての
職員が活躍できる職場づくりを推進し、かつ、仕事と生活の両立ができる職場環境
づくりを目的とし、新たに特定事業主行動計画「誰もが働きやすく活躍できる職場
づくりの推進」を策定しました。 

 
２ 計画期間 
  本計画の期間は、令和８年４月１日から令和１３年３月３１日までの５年間とし

ます。 
 
３ 計画の対象者 
  境港管理組合に勤務する職員とします。会計年度任用職員を含みます。 
 
４ 計画の推進体制 
  所属長及び管理職と各職員とのコミュニケーションの促進を通して、職場に対す

る悩み、相談をしやすい環境づくりを行うことで職員の不安や負担感を軽減しま
す。 

効果的に推進するためには、職員の意見、ニーズを踏まえて、適宜必要な対策の
検討や本計画の見直しを行います。ただし、境港管理組合は、鳥取県と島根県から
の派遣職員及び組合雇用の会計年度任用職員から構成されていますので、派遣元、
特に鳥取県の本計画に準拠しています。 



- 2 - 

Ⅱ 達成しようとする目標 

①女性職員の活躍推進 

★係長級以上（管理的地位）の女性職員の割合 

  ⇒ 令和 12 年度までに 30％以上 （令和７年 4 月 1 日現在：15.4％） 

 

★ 課長級以上（管理職）の女性職員の割合 

  ⇒ 令和 12 年度までに 20％以上 （令和７年 4 月 1 日現在：0％） 

 

★ 採用する職員に占める女性職員の割合 

  ⇒ 令和 12 年度まで５０％程度を維持 （令和７年度の実績：58.3％） 

     ※会計年度任用職員の女性職員の割合を目標とする。 

 

②仕事と生活の両立ができる職場環境づくり 

★ 男性職員の育児休業の取得割合 

  ⇒ 100％（１週間以上）の定着 （令和７年度実績：50.0％） 

 

★ 男性職員の配偶者出産休暇又は育児参加休暇の取得割合 

  ⇒ 100％の定着 （令和７年度実績：100％） 

 

★ 職員 1 人当たりの月平均時間外勤務 

  ⇒ 令和 12 年度までに１５時間以内 （令和７年度実績：18.6 時間） 

 

★ 職員の年次有給休暇等（夏季休暇を含む）の取得日数 

  ⇒ 令和 12 年度年までに２０日以上 （令和７年実績：22.6 日） 
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Ⅲ 具体的な取組み 

１ 性にかかわりなく全ての職員が活躍できる職場づくりの推進 

積極的に女性の採用等を進めていくとともに、性に関わりなく全ての職員が活躍
できる職場づくりを進めます。 

 
 （１）係長以上（管理的地位）の女性職員の割合 
     人事異動（人事配置）に当たっては、管理的地位（係長以上）への女性職員

の配置を考慮し割合の向上に努めます。 
    （令和７年度：係長以上の女性職員２名、職員総数１３、女性割合 15.4％） 
 

（２）採用する職員（会計年度任用職員）に占める女性職員の割合 
公平・公正な職員採用を前提に、女性の採用割合が５０％程度となることを

目指します。 
    （令和７年度：会計年度任用職員の女性割合 58.3％） 
 

（３）職場における男女共同参画の推進 
性別による固定的な性別役割分担意識を是正し、育児や家事の分担を男女が

当たり前に行えるよう職員の意識啓発に努めます。 
 
２ 仕事と生活の両立ができる職場環境づくり 

女性が職場で安心して業務に専念するためには、育児や介護など家庭生活におけ
る配偶者（男性）の理解と協力が必要です。 

男性職員に積極的な育児参加を促し、男性職員の育児休業取得や出産時の休暇取
得等の促進を目指すとともに、男性の育児参加が定着するよう取り組んでいきます。 

 
（１）男性職員の育児休業の取得率の向上 

男性職員の積極的かつ計画的な取得を促進し、男性の育児休業取得率 100％
とすることを目指します。 

○育児休業等の趣旨・内容等の周知 
○該当職員に対し１か月以上の育児に伴う休暇・休業の取得を勧奨 

      ○育児休業を取得した職員の業務を代わりに行った職員（鳥取県出身職員）
への手当支給 

     ○育児休業者の職場復帰支援の実施 
 

（２）男性職員の配偶者出産休暇・育児参加休暇の取得 
配偶者が出産等した際にすべての男性職員が原則として取得し、年次有給休

暇の活用も含めた長期の休暇取得となるよう呼びかけていきます。 
 

 （３）組織全体のワークライフバランスの推進 
     職場の意識改革や部下の仕事と家庭との両立を応援し、組織全体でワークラ

イフバランスを推進する体制を整備していきます。 
 
 （４）時間外勤務の縮減 
     職員一人ひとりがワークライフバランスを意識するとともに、職場全体で業
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務の改善・効率化や時間外勤務の縮減に取り組んでいきます。 
    ○ＲＰＡやＡＩ等を活用した業務改善 

      ○基本的な縮減の取組の徹底、深夜残業の原則禁止等による時間外勤務縮減
の一層の取組 

       ○仕事の改善・効率化を進める職場づくり 
 
 （５）年次有給休暇等の取得率向上 
     年次有給休暇や夏季休暇を取得しやすい職場環境づくりを進めるとともに、

ゴールデンウイークや夏季などのまとまった休暇の計画的な取得を促進しま
す。 

     ○計画的取得や連続取得の促進 
      ○夏季休暇の集中取得の取り組みを推進 
 
３ 働き方改革の推進 

職員一人ひとりがやりがいや充実感を感じながら働くとともに、子育て、介護、
地域活動などの事情に配慮した働き方ができる職場環境づくりを進めることは、職
員の意欲の向上や人材の確保に有効です。誰もが活躍できる職場づくりのため、職
員の働き方改革を進めていきます。 

 
（１）サテライトオフィス・在宅勤務制度の導入 
    自宅等でも職場の自席パソコンで職場同様に各種システムにアクセスできる

環境を整備し、在宅勤務の活用により柔軟な働き方を可能にしています。  
○在宅勤務手当による在宅勤務を行う職員の負担軽減  
○在宅勤務制度の拡大 

 
（２）勤務間インターバル制度の導入 
    勤務終了後、一定時間以上の休息時間を設ける「勤務間インターバル制度」を

導入し、職員の健康維持、生活時間の確保を図ります。  
○勤務間インターバル制度：職員ごとに１日の勤務終了後、次の勤務開始まで

に 11 時間以上の勤務間インターバルを確保 
 
（３）ふるさと応援休暇による地域貢献活動等の促進 
    町内会、自主防災組織、PTA 等への参加やボランティア活動など、活力ある

地域社会の実現に資する活動などへの職員の参加を促進するため特別休暇を設
け、仕事との両立を支援しています。  

○ふるさと応援休暇：年 5 日以内 
 
（４）副業・兼業の推進 
    高齢化や人口減少など社会情勢の変化により、地方公務員も、地域社会の有為

な人材として公務以外でも活躍し、地域の課題解決等に積極的に取り組むことが
期待されるようになっています。また、副業・兼業を通じて地域を知り、人と交
わり、そこで得た学びを、職務遂行や行政サービスの向上に活かしていくことは、
職員自身の成長にもつながることが期待されることから、フレックスタイム制度
やふるさと応援休暇の活用により、職員の副業・兼業を後押ししています。  

○許可基準の明確化  


